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１　想定事例
以下の想定事例を検討する。

［本件発明］

特許権者は、次の発明（請求項１に係る発明を「本
件発明」という。）に係る特許の特許権を保有してい
る。

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　インターネットを通じて接続されたサーバと
クライアント端末からなるシステムであって、
　前記クライアント端末は処理ＣＰを行い、そ
の結果ＣＲを前記サーバに送信する手段を有し、
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